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1．研究の目的
1984年のロサンゼルスオリンピック競技大会に初
参加し金メダルを獲得して以降，中国の競技成績は向
上を続け，自国開催となった 2008年の北京オリンピッ
ク競技大会では金メダル 51個を含むメダル獲得総数
100個という輝かしい成績を収めた。また1980年以来，
2007年までに中国のスポーツ選手は各競技の世界
チャンピオンを 2137回獲得し，世界記録を 1001回更
新したとされている 1)。その結果今日では，なぜ中国
の競技スポーツがこれほどの好成績を収めるほどに成
長したのか，世界中から注目され，議論の的とされる
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Abstract: This study is based on the overview of social conditions in China since 1949 and to elucidate 
the establishment process of “Competitive Sport priority policy” in 1980, which was actually conducted 
before 1980 in China. The result of the study can be summarized as below.
Since founded in 1949, China aimed to achieve socialist society take the Soviet as learning objects. Not 
only the fi led of sports, China government introduced the Soviet regime to control all of the business.
In the early stage, sport was expected to improve the public health lever, the diﬀ usion of ideas about 
social physical and the enhancement of physical education had been infi ltrated in the spread of sports 
policy. Meanwhile, in order to participate in the Olympic Games, the strengthening the social sports and 
att ention of competitive sports were take as important points.
Because of the three-year campaign from 1959 and the Great Leap Forward in China, natural disasters 
became a major obstacle for the development of Chinese society, social sports activities greatly reduced. 
To protect the national sports business, based on the Outline of National Sports Council in 1962, The 
focus of sports began to shift  to competitive sports fi led.
With “the Cultural Revolution” of 1966, the whole sports business fell into a stopped situation as one 
of all the social activities. From 1970 by the instructions of the Prime Minister Chou Enlai, Sports 
business was restored slowly. Competition sports were fi rst re-implemented. In 1971 “ping pong 
diplomacy” played a signifi cant contribution to China’s competitive sports business. Form that time 
the Chinese government began to take att ention to the development of the sports development.
In 1979, China returned to the international OLYMPIC organization formally and decides to partici-
pate in the 1980 Olympic Games. A policy about competition sports as the center of gravity of the sports 
business was suggested by the participation in the Olympic Games in 1979, as the same time the 
competitive sports as a sports center policy was proposed
As a summary, the develop course of China sports fi led can be understand as below. The Chinese 
“competition sports priority policy” devised in 1980 was started under the infl uence of a beginning 
change of the China society in 1960th, the precedent revival of competition sports is in the latt er period 
of 1970 in the process of “Cultural Revolution”, with the enforcement of the “reform / opening” policy 
in 1978, the China returned to international Olympics organization in 1979.
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ようになった。
元中華人民共和国体育運動委員会（以下「国家体育
委員会」）主任の伍紹祖によれば，その要因は 1980年
ごろの中国スポーツ 2)界における「挙国体制」3)の強化
策としての競技スポーツ優先政策に求められるとい
う 4)。ここで中国のスポーツ界における「挙国体制」と
いう語の使用は，1984年のロサンゼルスオリンピック
競技大会後，国家体育委員会が次のオリンピック戦略
を策定する際に，一部の幹部たちが「わが国の一部競
技種目の迅速な台頭は挙国体制のおかげだ」5)と指摘
したことに由来している。その後，「挙国体制」という
言葉が国家政策の中で用いられるようになったのは
2000年のシドニーオリンピック競技大会後の検討会
以降であるが，1980年には実質的に中国国内において
「挙国体制」が整っていたとみられる。その実情を示し
ているのが，1980年の全国体育会議における国家体育
委員会主任，王猛による中国建国 30年のスポーツ事業
に対する総括講話である。王猛はこの中で次のように，
中国におけるスポーツ事業が国家計画として取り扱わ
れている事実について述べた 6)。
我が国において，スポーツ事業は国家計画として，
社会主義の優位性を十分に利用した統一管理を行っ
ており，各地域及び各分野の積極性を引き出し，計
画通りに財力，物力を合理的に分配している。これ
により，経済状況が良くない実情にあっても，スポー
ツ事業発展の速度を上げることができたのだろう。
この王猛による講話以前，1952年に公布された「各
種目選手の選抜と集中訓練に関する通知」7)によって，
中国のスポーツ事業は大きく二つの分野に分けられて
いた。それは競技スポーツの強化と大衆スポーツの普
及である。その後，この二つの事業はともに「挙国体
制」の対象とされ，競技スポーツ分野においては現在，
「一貫指導体制」，「全国運動競技会体制」と「ナショナ
ルチーム長期訓練体制」が掲げられ，図 1に示した構
造をもって政策が推進されている。
これら中国の競技スポーツにおける「挙国体制」の
確立時期については，今日までに中国国内で統一され
た見解が示されていないが，その中身をみると，「一貫
指導体制」は 1956年には形成されていたといえる。
1952年に国家体育委員会が設立されると，1956年には
『体育委員会組織規則』8)が公布され，国家体育委員会
が全国のスポーツ事業を管理・運営することと，全国
各地域に体育委員会を設置することが定められた。
1954年には中国国内全 84の省及び市のうち，体育委
員会が設置されていたのは半数以下の 39ヵ所であっ
たが，上記規則の公布を受け，1960年代初頭までにほ
ぼすべての県 9)に体育委員会が設置された。また「全
国運動競技会体制」は，1956年に公布された『中華人
民共和国運動競技の臨時規定』10)により制定されたも
ので，「ナショナルチームの長期訓練体制」は，1951年
のバスケットボールナショナルチームの結成を契機と
して，1963年に公布された『競技チーム管理条例の実
施に関する通知』11)によって形成された。以上のこと
から，中国における競技スポーツの「挙国体制」は，
実質的には 1960年代前半にはほぼ形成されていたと
みることができる。
一方，大衆スポーツにおいてはまず学校体育につい
て，1951年に『学生の健康状況の改善に関する決定』12)
が公布され，学生の健康状態の問題が深刻であり，学
業の完成及び優秀な人材の育成のために，学校体育を
通して学生の健康状態を改善することが必要であると
の方針が示された。また 1954年には，『行政機関にお
ける体操及び各種スポーツの実施に関する通知』13)が
公布され，余暇時間に体操及び各種スポーツ活動を実
施することが，大衆の健康状態を改善する手段であり，
仕事の効率を向上する最も有効な方法であると指摘さ
図 1　 中国における競技スポーツの「挙国体制」の構造。（陸小総，「中国におけるスポーツ政策及び体制の変容に関する研究
―スポーツ体制の改革に関する決定（1986）をめぐって」，『スポーツ史研究』，第 14号，p. 3，2001年をもとに作成）
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れた。農村のスポーツについては，1956年に第一回全
国農村体育会議が開催され，農村において軍事訓練と
ともにスポーツを実施していくとの意思が示され
た 14)。中国建国後の大衆スポーツは，生産労働の効率
の向上，国民の健康の改善および国防の強化の手段と
して認識されており，1950年代から大衆スポーツの普
及に関する政策が展開されたのである 15)。
ところが，1966年から始まった毛沢東による「文化
大革命」16)の影響により，中国国内において「一貫指
導体制」の基礎単位であった各種運動団体が解散され，
国内の競技会が予定通りに開催されなくなるなど，中
国の競技スポーツ界では「挙国体制」の強化が図れな
くなってしまった。また大衆スポーツは，1966年から
1969年の間，毎年 7月に行われた毛沢東の長江水泳を
記念する水泳活動を除くと，ほぼ停止状況に陥った 17)。
しかし「文化大革命」中の 1971年から，中国は名古
屋で開催された第 31回世界卓球選手権大会を契機と
して「ピンポン外交」を成功させ，政治的孤立を打破
し，世界各国とのスポーツ交流を盛んに行った。その
結果，1979年に中国は正式に国際オリンピック委員会
に復帰し，1980年のモスクワオリンピック競技大会へ
の参加が決定した。これを受けて王猛は，1980年の全
国体育会議で次のように語った 18)。
時期，地域，仕事においては重心を持つべきだ。
重心がないと政策が策定できない。スポーツ事業に
おいては普及が基礎であるが，競技スポーツの強化
もこれと矛盾していない。現在我が国はオリンピッ
ク委員会に加盟し，競技スポーツの強化が迫ってき
た。現在から，スポーツ政策の重心は競技スポーツ
の強化とすべきである。
これ以降，中国において競技スポーツがスポーツ政
策の中心に据えられ，競技スポーツを強化するために
国家計画が定められ，全社会の財力，物力が調達され，
国家政府による統一管理が行われるようになった。こ
うして中国のスポーツ界において競技スポーツ優先政
策が正式に確立され，中国のスポーツ事業に浸透して
いったのである。
ところで，これまでの中国における競技スポーツ優
先政策の確立過程に関する研究を概観すると，元国家
体育委員会主任である伍紹祖は『中華人民共和国体育
史』19)において，1978年の「改革・開放」政策が中国
におけるスポーツ事業の全面改革をもたらし，さらに，
1980年のオリンピック競技大会への参加の機運が高
まったことが，競技スポーツ優先政策策定の原因であ
るとしている。また崔楽泉らは『中国体育通史』20)に
おいて，1979年の国際オリンピック委員会への復帰と
1980年のオリンピック競技大会への参加を目指した
ことが競技スポーツ優先政策確立の主な要因であると
指摘しており，鲍明晓 21)，劉燕舞 22)，李衛東 23)らも同
様の見解を示している。このように中国における先行
論文では，いずれも競技スポーツ優先政策確立の要因
を 1978年の「改革・開放」政策とその後の国際スポー
ツ界への復帰に求めており，1978年以前のスポーツ事
業の発展と政策にまでさかのぼってこれを論じたもの
は見当たらない。
しかし，1962年の全国体育会議では当時の食料不足
問題を受け，「当面，スポーツ政策の重心は競技スポー
ツに置き，大衆スポーツ活動はそれぞれの実情に応じ
て適切な範囲内に控える」24)という競技スポーツへの
偏重を示す方針が打ち出されている。また 1965年の体
育会議では，「スポーツは普及と向上を結合する方針に
従うべきであり，大衆スポーツを普及するために絶え
ず新記録を創造し，一部の種目では世界レベルを追い
越さねばならない」25)とする方針が掲げられた。上述
したとおり 1966年には，「文化大革命」によって，大
衆スポーツのみならず競技スポーツも中断を余儀なく
されたが，1970年には周恩来の指示により一部の競技
スポーツが再開されるなど，競技スポーツが大衆ス
ポーツよりも優先されていた実情がみてとれる。
以上のように，中国の競技スポーツ優先政策は 1980
年に策定されたものであるが，1960年代からすでに，
その兆候をうかがうことができるのである。さらに「文
化大革命」後，1970年代の競技スポーツの復活により
中国国内で全面的にスポーツ事業が再開したことか
ら，中国において競技スポーツは，1970年代にはス
ポーツの「挙国体制」を強化する方策として優先的に
推進されていたとみることができる。そこで本研究で
は，1949年の建国以後の中国をとりまく社会状況を概
観したうえで，1980年までに公布された政策や方針を
分析し，中国のスポーツ政策において競技スポーツ優
先政策が確立される過程を明らかにすることを目的と
する。
2.「挙国体制」の形成に及ぼした
ソ連のスポーツ体制の影響
1）ソ連の社会制度の導入
現在の中国の与党である中国共産党は，中国建国当
時におけるソ連共産党に倣って設立された 26)。した
がって建国当初から，中国はソ連との緊密な関係を有
していたのである。1945年には中国共産党党首の毛沢
東が「ソ連が創造した新文化は，我々が人民文化を建
設する見本となるべきだ」27)と語り，1949年に中国が
成立した後，正式にソ連に倣った国家建設の方針を確
立した。当時，中国国内では国家のあり方について，
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ブルジョアジー階級がリードするブルジョアジー共和
国とプロレタリア階級がリードするプロレタリア共和
国を巡る議論があったが 28)，毛沢東は「ブルジョアジー
共和国について，中国は決して認めない。中国は帝国
主義に圧迫された国家であるため，プロレタリアが
リードする人民共和国であるべきだ」29)と提唱した。
その上でいかなるプロレタリアがリードするべきかに
関しては，「ソ連はすでに偉大な社会主義国を建設した
ため，ソ連共産党は我らの先生であり，習わなければな
らない」30)と，改めてソ連を手本とする姿勢を示した。
一方，1950年 6月に朝鮮戦争が勃発したことで，中
国とアメリカの関係は一気に悪化し，中国が国際社会
から一時孤立した。そこで中国は，政治，経済的孤立
の局面を打破するため，ソ連をはじめとした社会主義
国家との関係をますます深めた。これに対しソ連は，
1950年代の間に中国に 20億ドルを貸し付け，1万人あ
まりの技術者を派遣し，168の工業分野の建設を支援
した 31)。こうして中国の各分野においてソ連式の国家
建設方針と社会制度が導入されていった。スポーツの
分野も例外ではなく，中国はソ連のスポーツ体制を踏
襲した。
2）ソ連のスポーツ体制の導入
1949年 10月，朱徳副主席は中国全国体育総会の準
備会議において，中国のスポーツ界がソ連の経験に学
ぶべきだと指摘した 32)。また当時，中国青年団書記を
務めていた冯文彬も全国体育会議において以下のよう
に述べ，ソ連をはじめとした社会主義国家に倣ったス
ポーツ体制の確立を主張した 33)。
中国のスポーツ事業は世界各国の先進的なスポー
ツに関心を寄せなければならない。特にソ連などの
社会主義国家にスポーツの経験を学習すべきであ
り，中国の現状に基づき，それらの国の成功経験を
吸収することにより，我が国のスポーツの内容を充
実させ，中国のスポーツ事業を創造し，中国スポー
ツを世界の先進スポーツ界に仲間入りさせるべく努
力しなければならない。
国家が成立して間もなく，国際社会から締め出され，
社会主義体制建設の経験も不足していた中国のスポー
ツ界にとっては，ソ連に学ぶことが唯一の選択肢で
あった。この時期にソ連に学んだことが，その後の中国
におけるスポーツ事業の発展の礎となったといえる。
1950年に創刊された雑誌『新体育』では，ソ連のス
ポーツを紹介する内容が大量に掲載された。創刊号で
は ｢今日におけるソ連のスポーツ｣ 34)と題する記事の
中で，ソ連のスポーツの発展の歴史から，トレーニン
グ方法，スポーツ制度，学校体育，大衆スポーツ，試
合と賞与の規則までを全面的に紹介し，さらにソ連国
内における各種競技会の記録を掲載した。また 1950年
8月号では，ソ連の ｢労働と国防準備｣ という社会体
育制度を紹介した。1953年度中に発行された『新体育』
では，ソ連のスポーツ事情に関する記事の数が 58に及
び，記事全体の約 20%を占めるほどであった 35)。当時
のソ連のスポーツ事業における基本政策は，国家が全
国のスポーツを統一管理するという「挙国体制」をとっ
ており，これが中国におけるスポーツの「挙国体制」
の形成に最も大きな影響を与えた要因だったとみるこ
とができる。
また当時の中国は，国内においてソ連のスポーツを
紹介しただけでなく，積極的に訪問団を派遣してソ連
のスポーツ体制について学んだ。1950年 8月 28日に
は，中華全国体育総会 36)代表団 13名がソ連で 3ヶ月
の見学・研修活動を行った。また，1953年に第一回国
際青年運動会の水泳競技に参加した呉伝玉選手は試合
の直前，ソ連で 2週間の訓練を受け，自身が持ってい
た 100 m背泳ぎの記録を 5.2秒も縮めることに成功し
た 37)。
このような数回にわたるソ連訪問のうち，1952年の
訪問はその後の中国におけるスポーツの「挙国体制」
の形成をもたらしたという点において，特に重要な意
味を持つものであった 38)。1952年のヘルシンキ大会で
初めて，オリンピック競技大会に参加することとなっ
た中国は，同様に初参加であったソ連が収めた成績に
強く刺激を受けた。ソ連はこの大会で金メダル 22個，
メダル獲得総数 71個という，アメリカに次ぐ輝かしい
成績を収めたのである。世界各国に学ぶことを目標と
してオリンピック競技大会に参加した中国選手団の競
技力は当時，メダルを獲得するレベルに達していな
かったが，この大会でのソ連の好成績を受け，中国は
さらにソ連に模倣する決意を強めた 39)。そこで，ヘル
シンキオリンピック競技大会を終えた中国代表団は，
帰国する途中でソ連に立ち寄り，現地のスポーツ施設，
スポーツ管理体制などを視察した。視察を終えて国に
戻るとすぐ，中華全国体育総会秘書長の栄高棠は中央
政府にオリンピック競技大会の参加状況を報告すると
ともに，スポーツ管理体制の改善について提案をした。
その内容は次のようなものであった 40)。
現在の我が国の体育総会はただの大衆性のスポー
ツ組織であり，このレベルの組織で全国のスポーツ
を管理するのは合理的ではない。（中略）我が国のス
ポーツを強化する前に，管理組織を強めるべきであ
る。そのため，政務院の下に国家体育運動委員会を
設立するべきである。
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するとこの提案から一週間も経たないうちに，当時
副総理であった鄧小平は，中国のスポーツの新体制に
ついて次の五点を指示した 41)。
1．国家体育委員会の成立に向け現在から準備する
2．軍隊と地方から選手を募集する
3．体育館を建設する
4．体育学院を成立させる
5．来年，全国運動会を開催する
その後，11月に行われた第 19回中央人民政府委員
会会議で「中央人民政府体育委員会」（1954年に「中
華人民共和国体育運動委員会」に改名）の成立が可決
され，この委員会が中央政府の体育管理の最高部門と
なり，全国のスポーツの管理・調整・監督責任を負う
こととなった。これにより，中国のスポーツ事業に二
段制の管理制度が形成された。すなわち中央人民政府
体育委員会を上部に据え，その下に学校体育委員会，
軍隊体育委員会などの各部門委員会を置くものであ
る。
またソ連から派遣されたスポーツの専門家も，中国
のスポーツ事業の発展に貢献した。ソ連のスポーツ専
門家が中国の大学で体育修士を指導し，ソ連のスポー
ツ理論を当時の中国に伝えたのである。中国最初の体
育大学の教材であった『体育理論』42)はソ連の『ソ連
体育教育理論』43)に基づいて書かれたものであり，中
国国内に整備された「準備労働と国防体育制度」44)，「運
動選手等級制度」45)もソ連から学んたものだった。
以上にみてきたとおり，建国当初，中国はスポーツ
に関する基本体制をソ連から学び，「中央人民政府体育
委員会」を設置するなどして，ソ連の統一管理制度を
実践していった。これらの施策はその後，中国スポー
ツ事業の基本方針となる「挙国体制」につながるもの
であった。したがって，中国においてスポーツの「挙
国体制」が形成される契機として，ソ連のスポーツ体
制から受けた影響が大きかったものといえよう。
3．スポーツにおける「挙国体制」の成立と
競技スポーツの重視
1）大衆スポーツにおける「挙国体制」の成立
中国のスポーツにおける「挙国体制」は，当時の中
国における社会環境を基礎的な要因としたものであ
り，その形成には必然性があったといえる。中国の建
国時にまでさかのぼると，当時，中国社会では新民主
主義革命 46)が起こっており，1949年までに帝国主義と
一部の封建主義に対する改革が完了した。しかし，土
地の所有制度をはじめとした資本主義の改造が建国後
にも課題として残され，1956年に土地の公有制度が確
立するまで，資本主義に対する改革が行われた。その
主な内容は，社会の生産力と財産の私有制度を公有制
度に移行させるものであった。このような社会環境の
下で生まれた中国スポーツ事業の管理・運営権は，中
国政府にあることが当然とされ，必然的にスポーツ界
にも「挙国体制」が形成されることとなった。
一方，当時の中国国民の健康状態から判断すると，
国が全国のスポーツ事業を管理し，体育を普及させる
ことは，国民の健康問題を解決し得る唯一の方法で
あった。1933年の中国国内 41の大学における健康診
断によると，当時の疾病率は 65.9%であり，体育科学
者は次のような見解を示していた 47)。
これらの（国内の大学に通う：引用者注）学生は
全て有産階級であり，生活の質は上等と言える。そ
れに，衛生教育と体育を受けたことがある者である
が，体格が健全と言えるのは二，三割に過ぎない。こ
の事実をふまえると，生活が困窮している人々の健
康状態の悪さははかり知れない。
1949年以前，中国の平均寿命は 35歳であり，死亡
率は 3%であった 48)。このような実情を受け，中国政
府にとって国民の健康問題は何よりも解決しなければ
ならない課題となった。そのため教育においては，80%
の非識字者をいかにして減少させるかということと並
び，保健思想をいかに徹底させるかということが問題
点としてあげられた 49)。このことは 1949年 9月に公布
された「中国人民協商共同綱領」50)の第 48条に「国民
体育をすすめ衛生医学事業をひろめ，母親，乳幼児及
び子供の健康に留意する」と規定されていることから
も窺える。国民の健康づくりにおいて体育は有効な手
段と認識され，1952年には毛沢東が全国体育会議で
「発展体育運動，増強人民体質」51)の題字を掲げ，当時
における中国スポーツ事業の任務を明示した。当時の
中国社会にはスポーツを行うのに十分な財力，物力が
備わっていなかったため，スポーツを国家事業として
掲げ，全国から資源を調達・運営せざるを得なかった
のである。
以上において検討してきたとおり，1949年から
1956年までの政策をみると，この時期にはまず保健思
想の普及が重視され，次いで学校体育・社会体育の充
実，さらにはスポーツの普及という方針がとられてき
た。こうしてこの時期，中国では青少年を中心とした
国民の体位向上が重要な課題として認識され，大衆ス
ポーツにおいて国家が国民の健康状態を改善する「挙
国体制」が築かれていったのである。
2）競技スポーツにおける「挙国体制」の成立
1953年に設定された第一期五年計画 52)が 1957年に
完了したため，1958年に中国政府は，第二期五年計画
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を策定した。その中では「工業について五年以内にイ
ギリスを追い越し，十年以内に米国に追いつく」53)と
いった目標が掲げられ，ここから，中国における「大
躍進」運動 54)が始まった。
1958年 5月，中国共産党第八回全国人民代表大会二
次会議により「精一杯，多・快・好・省で社会主義を
建設する」55)という方針が設定された。この方針は中国
の経済的・文化的発展の遅れを可能な限り早く改善す
ることを目指したものであり，政府は「大躍進」運動
を発動し，複数の発展目標を設定した。例えば鋼材の
産量について，1958年には前年の 335万トンから 3倍
以上の増産となる 1070万トンを目標とし，1959年に
はさらに約 3倍の 3000万トンを目標に掲げた。また食
糧の産量については，1958年には前年の 1800億キロ
から約 2倍となる 3500億キロを目指し，1959年には
5000億キロを超えることが目標とされたのである 56)。
1958年 8月，中央政治局は北戴河会議で工業の発展
を「大躍進」政策における最優先事項に設定し，鋼材
産量の目標を必ず実現させるよう指示された。その目
標は，当時の中国の実情からすれば大変困難なもので
あり，生産技術や設備の面からみても達成は不可能と
思われるようなものだった。そのため，仕事の分野を
問わずに国民全員が製鋼に取り組む「全民製鋼運動」
が始まり，目標を達成するために 12時間労働制が採用
され，食事用の鍋までもが溶かされて鋼材にされた。
このような無謀な政策は，結果として社会における各
分野の発展に悪影響を与え，特に農業の生産力不足を
もたらすものと思われた。
しかしこの時期の農業に関する報告をみると，食糧
の生産性は低下していなかった。ところがそれは，各
地域が「大躍進」運動において食糧産量を「政治的業
績」の競争手段として用いており，偽りの報告が次々
に出されたためであった。例えば，湖北省が 1958年 7
月に 1亩 57)の水稲産量 7680キロを報告すると，国家
農業部は当年夏の作物の産量が昨年同期より 7割増加
し，アメリカの産量より 20億キロ多かったと発表し
た 58)。こうして中国では，全国の各分野で「大躍進」
運動が浸透していった。
中国の大衆スポーツ事業においてもこの時期，「大躍
進」運動の影響により，大きな目標が掲げられ，1958年
1月の全国体育会議では，「体育運動の十年間の発展綱
要」59)として示された。その主な内容は，10年以内に
全国 4000万人が当時のスポーツ成績の評価基準であ
る「準備労働と国防制度」に合格し，800万人が優れ
た成績を意味する「等級運動員標準」に達し，5000人
のトップレベル選手を育成するというものだった。さ
らにこの「体育運動の十年間の発展綱要」は 9月に改
定され，その内容は 10年以内に全国 1億 5000万人が
「準備労働と国防制度」の基準に合格し，5000万人が
「等級運動員標準」に達し，1万人のトップレベル選手
を育成することとなった。これをもとにして，大衆ス
ポーツ事業の「大躍進」運動が全国で展開されたので
あった。
一方，競技スポーツ分野における「大躍進」運動は，
1956年からすでにはじまっていたといわれている 60)。
この年，国家体育委員会は前年までに中国選手が作っ
た記録を公開した。これは中国の建国以来初めてのス
ポーツ記録の発表であり，中国建国後わずか 5年間で
102の新記録が作られ，そのうち 88の記録は 1955年
に更新されたことが明らかにされた 61)。この結果を受
け，1956年の全国体育会議では，スポーツを普及する
上で競技力の向上を目指すとの方針が示され，「二，三
年以内にいくつかの種目の競技レベルは国際レベルに
追いつけるように努力する」62)ことが決定された。こ
うして，1950年代末に中国で「大躍進」運動が起こる
と，大衆スポーツだけでなく競技スポーツの分野にお
いても政府によって大胆な目標が掲げられたのであ
る。するとこの目標を達成するため，競技スポーツ界
においては 1956年に『中華人民共和国運動競技の臨時
規定』が公布され，「全国スポーツ競技会体制」が成立
し，さらには『体育運動委員会組織規則』が公布され
て，全国の各行政機関における体育委員会の整備が始
まった。また，1963年には「ナショナルチームの長期
訓練体制」が策定されるなどして，競技スポーツ分野
における「挙国体制」が整えられていった。
3）競技スポーツの重視
「大躍進」運動の期間の中でも大豊作と言われた
1958年末，全国で食糧不足問題が発生した。さらに
1959年には，中国全土が自然災害に見舞われた上，ソ
連との関係が悪化し，国民の生活が困窮した。特に食料
品の供給において次々と問題が発生したため，1960年
の国民一人当たり食料消費量は 1957年と比べ 35.3%
減少し，豚肉の消費量に至っては 54.9%減少した 63)。
その結果，国民の健康状態が一層悪化し，全国の死亡
者数が激増し，1960年だけで中国の人口が 1000万人
減少したといわれている 64)。このような状況下にあっ
て，当時の競技チームはトレーニング量を控え，練習
時間を短縮しなければならなかった。また大衆のス
ポーツ活動も急速に衰え，民間試合が消滅するなど，
この時期，自然災害に遭っていないわずかな地域を除
いて，ほとんどの地域においてスポーツ活動を停止せ
ざるを得なくなった。
1961年 1月に中国共産党第八回中央委員会議第九次
会が北京で開催され，1960年までの中国各地域の厳し
い実情から，「調整，強固，充実，向上」の政策方針が
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確立された。この政策の公布は，中国政府が国民経済
の発展に関する基本方針を「大躍進」から「大調整」へ
と変更することを示したものであった 65)。またこの年
の 2月には，国家体育委員会より発行された「1961年
のスポーツに対する意見」の中で，「現有事業の調整・
充実を行い，現在までの成績を強固なものとし，質の
向上を重要視する」との方針が示された 66)。1962年
1月には，中国中央会議で 1957年以来の政治的な過失
が指摘され，全国における各事業が「調整，強固，充
実，向上」を徹底するよう明示された。それにしたが
い，スポーツ事業においても 1962年 12月に「大躍進」
運動による政策的過失を反省するとともに，全国体育
会議を開催し，新たな政策を打ち出した。
ここで打ち出された新しいスポーツ事業政策は「1．
競技スポーツチームを調整する 2．国防体育クラブを
調整する 3．国内・国際スポーツ試合を減少する 4．
実情に基づき大衆スポーツを行う 5．専門スポーツ人
材の育成を控える」67)の五点から構成された。この政
策の根底には，次のような考えが横たわっていたとさ
れている 68)。
スポーツ分野でも政策上の調整は必要である。し
かしこれはあくでもスポーツの分野に重点を置き，
その発展を保障するためである。当面，スポーツ政
策の重心は競技スポーツの強化にあり，大衆のス
ポーツ活動の規模，競技会はそれぞれの実情に応じ
て適切な範囲内に控える。
すなわちこのころから中国では，「大衆スポーツの普
及」と「競技スポーツの強化」を結合させるという方
針を掲げながらも，実際には両者が分かれた形で政策
が展開され，なかでも「競技スポーツの強化」に重点
を置く傾向がみられるようになったのである。
4．政治手段としての競技スポーツの推進
1）「ピンポン外交」の成功
中国の建国当初，スポーツは国民の健康状態を改善
する手段だけでなく，政治手段としての役割をも担っ
ていた。1950年代以降，中国は社会主義国家であるソ
連をはじめ各国との国交を樹立することにより，ソ連
及び東欧諸国とのスポーツ交流活動を数多く行った。
さらに 1960年代からは，アジア，アフリカ，南米の発
展途上国と外交関係を結んだことにより，中国の国際
スポーツ交流活動は一層盛んになり，1970年代以降に
は，新たな外交政策によって欧米各国とのスポーツ交
流が始まった。これらのスポーツ交流活動の一部は国
交を樹立する前から行われていたことから，スポーツ
が外交関係の樹立に少なからず貢献していたとみるこ
とができる 69)。
しかし 1956年のオリンピック競技大会直前，第 52
回国際オリンピック委員会会議では，中国と台湾が二
つの国として認可されたことから，中国はオリンピッ
ク競技大会への参加を拒否し，1958年 8月 19日には
国際オリンピック委員会との断交を公表した。また，
1966年から始まった「文化大革命」の影響により，国
家体育委員会はほとんどの業務の停止を余儀なくさ
れ，中国の国際スポーツ交流活動は急激に減少して
いった。国技と言われた卓球のトップレベル選手の中
には，「文化大革命」の間に「反革命」の疑いをかけら
れ，迫害されて死亡した者もいた 70)。しかし 1970年に
は，周恩来総理の意見によって卓球選手たちの名誉が
回復され，卓球の練習も再開されるようになった。
1965年の第 28回世界卓球選手権大会で中国チーム
は，男女団体を含む 5冠を達成したが，「文化大革命」
の影響によって第 29回，30回の大会に参加する機会
を失い，その後も世界大会に出場する機会が得られな
かった。1971年には，国際卓球連盟の決定により，第
31回大会を名古屋で開催することとなっていたが，日
本卓球協会はこの大会に中国が参加するとの情報を得
ていなかった。そこで中国選手団を大会へ参加させる
ため，当時アジア卓球協会会長を務めていた後藤甲二
が中国を訪問した。
そのときの会談は周恩来総理が提起した『日中関係
政治三原則』71)に基づいて展開され，1971年 2月に日
中卓球会談紀要が調印された。その骨子は次のような
ものだった 72)。
 1．日本卓球協会は，国際卓球連盟の規約を順守し，
国際的な卓球競技の発展をはかり，特に国際卓球
連盟の規約に基づき，アジア卓球連盟を整理する
ことを図る。
 2．日本卓球協会は，日中関係政治三原則に基づき，
日中両国卓球界の友好交流を発展させる意向を表
明する。中国卓球協会は，これに敬意と支持の意
を表明する。
 3．日本卓球協会は，日中関係政治三原則に則り，本年
3月 28日から 4月 7日にかけ日本の名古屋で開催
される第 31回世界卓球選手権大会に中国チーム
を招請する。中国卓球協会は招請を受け入れ，チー
ムを派遣する。
これにより中国の第 31回世界卓球選手権大会参加
が決定したのである。この大会をきっかけとして，日
中だけでなく米中の関係までもが接近することとなっ
た。それは，大会期間中に米中の選手，コーチたちが
互いに接触する機会を数多く得たことによる。当時，
アメリカ選手団には積極的に中国へ訪問したいとの希
望があったが，中国側は「文化大革命」という特殊な
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時期にあり，国内には「アメリカ選手団の中国訪問の
機はまだ熟していない｣ との声が多かった。ところが
毛沢東は，アメリカ選手団からの要請を受けて，彼ら
を中国に招請するという決定を下し，世界中を驚かせ
たのであった 73)。
毛沢東の決断により，中国とアメリカの間の壁が取
り払われ，米中関係の改善に向けた第一歩が踏み出さ
れた。1971年 4月 10日から 17日の間，アメリカをは
じめとした五ヵ国の卓球選手団の中国訪問が実現し，
周恩来総理は，「アメリカ大統領の特使，あるいはアメ
リカ国務長官，さらにはまたアメリカ大統領自身をも
公に北京に迎えることを希望する」との声明を発表し
た 74)。その後，1972年 2月にアメリカのニクソン大統
領が正式に中国を訪問し，同年のうちに中国はアメリ
カや日本を含む 41ヶ国との国交を回復させた。
こうして競技スポーツとしての卓球が中国の国交回
復に大きく貢献したことで，その後の中国におけるス
ポーツ事業はますますその重心を競技スポーツに置く
ようになっていった。それに対して社会や学校のス
ポーツは，「文化大革命」の下でほぼ停止状態に陥った
ままだった。大衆によるスポーツ活動がようやく回復
し始めるのは，1973年に国家体育委員会による 7年ぶ
りのスポーツ政策，「農村スポーツ運動の更なる展開に
関する意見」が公布されてからのことであった。
2）国際オリンピック委員会への復帰
「ピンポン外交」はアメリカとの関係を改善したのみ
ならず，中国の国際関係全体をも改善するものであっ
た。1971年 10月，中国は国際連合に加盟し，1973年
にはアジア競技連盟に復帰した。また 1972年に国際オ
リンピック委員会会長に就任したキラニンは「世界一
の人口をもつ国がオリンピックに参加できないことは
異常である」75)と指摘した。こうして 1975年 4月，中
華全国体育総会は国際オリンピック委員の身分の回復
を国際オリンピック委員会に申請した。ところがその
後，1976年にモントリオールで開催された第 21回オ
リンピック競技大会では，中国と国交を樹立したばか
りのカナダが台湾の参加を制限し，アメリカオリン
ピック委員会会長は「台湾の参加が許されれば，アメ
リカが今回の大会から撤退する」76)と宣言した。これ
により，台湾がオリンピック競技大会への参加を辞退
するなど，中国は当時の国際オリンピック委員会にお
ける主要な問題の中心となってしまった。
その後 1978年までに，ほとんどの国際スポーツ組織
は中国の地位を回復させた。さらにこの年の 12月に
は，中国とアメリカが 1979年 1月 1日をもって国交を
樹立させることを全世界に公表した。これを受けて当
時，国際オリンピック委員会会長を務めていたキラニ
ンは，次のように語っている 77)。
このことは必ず一部の国際オリンピック委員の考
えを変え，我々も早速決断を下さなければならなく
なるだろう。中国のオリンピック委員の身分問題に
対し，中国に公平な答えを出すべきだ。
そして 1979年 10月，国際オリンピック委員会会議
が名古屋で開催され，中国オリンピック委員会が全中
国のオリンピック委員会であり，台湾オリンピック委
員会は中国の地方組織であると認めた。これにより，
中国が正式に国際オリンピック委員会に復帰したので
ある。
中国国内においては 1976年に「文化大革命」が終
わったことで，中央政府における最大の関心が政治闘
争から国家経済の発展へと転換された。1978年に「改
革・開放」が提唱されたのにともない，同年の国家体
育会議では「20世紀末までにスポーツにおいて世界で
最も先進的な国の一つになる」78)という目標が設定さ
れた。ところが「文化大革命」以後，各競技種目のレ
ベルは世界のトップレベルとの差が大きく，オリン
ピック競技大会の参加標準に達していなかった。その
ため，わずか 1年後にせまったオリンピック競技大会
での好成績を目指した中国政府は，1979年 3月に大衆
スポーツの普及と競技スポーツの強化の結合を前提と
した上で，競技スポーツの強化に優先的に取り組む方
針を提案したのであった 79)。
その後，1979年 4月に行われた中国中央会議の「国
民経済の調整問題に関する報告」80)では「調整，改革，
整頓，向上」の新たな国家経済建設の方針が策定され
た。このような社会背景の下，1980年の国家体育会議
では建国以後 30年間の中国スポーツ事業が全面的に
評価され，国家体育委員会主任の王猛によって次のよ
うに総括された 81)
中国スポーツ事業の各分野はこれまで，発展のバ
ランスを失っていない。今後の調整が必要な部分は，
現在も重点的に取り組んでいる競技スポーツの強化
である。（中略）競技スポーツを手段として用い，全
国のスポーツ事業を推進し，全国の資源を調達して
スポーツ事業を発展させなければならない。
こうして競技スポーツが当時のスポーツ事業の中心
に設定され，1980年に国家体育委員会が公布した政策
では競技スポーツを強化する具体的な施策として，主
に次の四点が策定された 82)。
 1．重点種目とトレーニング拠点の再設置
 2．全国競技会の種目とオリンピック競技大会の種目
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との一致
3．トレーニングと人材育成システムの調整
4．全社会の各分野の力の動員
以上のような経緯をもって，中国のスポーツ事業に
おける競技スポーツ優先政策が確立され，競技スポー
ツが中国スポーツ事業の優先課題であることが明確に
されたのである。
5．まとめ
本研究は 1949年の建国以後の中国における社会状
況を概観しながら，1980年に競技スポーツ優先政策が
策定されるより以前，中国国内において実質的に競技
スポーツの優先政策が確立されていく過程を明らかに
したものであった。本研究の結果は，次のようにまと
められる。
1949年の建国以降，社会主義国家の実現を目標とし
た中国は，国家政策の多くをソ連に学んだ。スポーツ
事業も例外ではなく，ソ連の体制を導入し，政府がス
ポーツ事業のすべてをコントロールすることとなっ
た。加えて，ソ連選手団が 1952年のオリンピック競技
大会で好成績を収めたことで，中国はますますソ連の
スポーツ体制を踏襲する決意を固めたのであった。
建国初期，スポーツには国民の健康状態を改善する
という役割が期待され，保健思想の普及，学校体育・
社会体育の充実，スポーツの普及という方針がとられ
てきた。それと同時に政府は，オリンピック競技大会
に参加するという目的をも持ち合わせていたため，
1950年代までの間，大衆スポーツの普及と競技スポー
ツの強化がともに目指され，両分野において国家の主
導による「挙国体制」が形成された。
ところが 1958年からの中国国内における「大躍進」
運動と1959年からの3年間にわたる自然災害が中国社
会の発展にとって大きな障害となり，その影響を受け
て中国における大衆スポーツ活動は大幅に衰退した。
その後，「大躍進」運動が終わり「大調整」の時期を迎
えると，競技スポーツが重視され，1962年には全国体
育会議の要領によって，スポーツ事業の重心を競技ス
ポーツへと傾斜させる方針がとられた。
1966年の「文化大革命」によって，スポーツ事業全
体が一時停止される事態に陥ったが，1970年以降，周
恩来総理の指示によりスポーツ事業が徐々に回復され
ると，まず競技スポーツが再開された。卓球の中国代
表選手団が 1971年に名古屋で行われた第 31回国際卓
球選手権大会に参加したことで，中国と日本との国交
が回復され，さらには中国とアメリカとの国交樹立ま
でがもたらされた。1971年からは「ピンポン外交」の
展開により，当時の中国の全世界における政治的孤立
という局面が打破され，それと同時に，中国のスポー
ツ組織も世界中のスポーツ連盟に認可されるように
なった。このように競技スポーツが中国のスポーツ事
業及び中国政府に大きな貢献を果たしたことで，その
後の中国ではますます大衆スポーツの振興よりも競技
スポーツが重視されていった。
1979年，中国は正式に国際オリンピック委員会へ復
帰し，1980年のモスクワオリンピック競技大会への参
加が決定した。また，中国が「文化大革命」を終え，
1978年に「改革・開放」政策を打ち出すと，1979年に
はスポーツ事業の改革を検討した上で，直後にせまっ
たオリンピック競技大会での好成績を目指し，競技ス
ポーツをスポーツ事業の中心に据える方針が提案され
た。こうして 1980年の全国体育会議では，中国全土の
力を動員することで競技スポーツを優先的に発展させ
るという政策が策定されたのである。
以上のように，1980年に策定された中国の競技ス
ポーツ優先政策は，建国以後の中国におけるソ連のス
ポーツ体制の導入や 1950年代のスポーツの「挙国体
制」の成立を背景とし，1950年代後半の「大躍進」運
動とその反省，1970年代の「文化大革命」後期におけ
る競技スポーツの優先復活，1970年代の競技スポーツ
の国家への貢献，1978年の「改革・開放」政策の実施，
1979年の国際オリンピック委員会への復帰といった
過程を経て確立されていったものであったことが明ら
かにされた。
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